
















































Determinants and effects of remuneration for member of a prefectural assembly
 伊　藤　哲　也 
要旨
議員の「職務と職責」に見合う収入である議員報酬手当と政務活動費の合算額がどのような要素により決定
（執行）されるのか，そして当該額が議員の年齢にどのような影響を与えるのかを決算等から分析した。その
結果，議員報酬手当と政務活動費の合算額は，財政力指数が高い都道府県において高く決定（執行）される傾
向が確認できた。また，議員報酬手当と政務活動費の合算額が高いほど，議員の平均年齢が若くなる傾向が確
認できた。議員の年齢という属性が都道府県における政策や財政運営に影響を与えることも考えられることか
ら，議員報酬手当と政務活動費の合算額の多寡が政策に与える影響の分析等が今後の課題として残された。
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額として積算，検証する必要がある。」３としている
ものもある。つまり，人件費である議員報酬手当と
補助金である政務活動費の額について論じる時は，
一体のものとして論じた方が適切であるという考え
が先の識者の見解や特別職報酬等審議会の答申の中
で述べられていると考えられる。この点については
様々な考え方があるが，本論文では，先の識者の見
解等を参考に議員報酬手当と政務活動費の制度上の
差を理解しながらも，「職務と職責」に見合う収入
として一体のものとして論じる。例えて言えば，議
員の「『職務と職責』に見合う収入」という概念が
先にあり，その内訳として，使途が自由な一般財源
の議員報酬手当と使途が特定されている特定財源
（補助金）の政務活動費があるというイメージであ
る。
　以下，第２節では議員報酬手当及び政務活動費の
制度を確認し，第３節では先行研究の確認と仮説の
提示，第４節では議員報酬手当及び政務活動費の分
析，第５節では議員報酬手当及び政務活動費の水準
と議員の平均年齢の分析，第６節では仮説の検証，
第７節では全体を通じた総括を行う。
　なお，本論文中の意見の部分については，筆者の
私見であることを念のため申し添える。
２．議員報酬手当及び政務活動費制度等
２．１　議員報酬及び期末手当制度
議員報酬については，地方自治法第203条第１項
に「普通地方公共団体は，その議会の議員に対し，
議員報酬を支給しなければならない。」と定められ，
期末手当については，同条第３項に「普通地方公共
団体は，条例で，その議会の議員に対し，期末手当
を支給することができる。」と定められている。す
なわち議員に議員報酬を支給することは普通地方公
共団体の義務であるが，期末手当の支給については
任意の判断で行われる。
また，議員報酬及び期末手当の額については同条
第４項に，「議員報酬，費用弁償及び期末手当の額
並びにその支給方法は，条例でこれを定めなければ
ならない。」と規定され条例の決定権限がある議員
自らがその額を決定することができる仕組みとなっ
ている。議員報酬の額を定めるに当たりその性格が
重要であるが，報酬と同様に「一定の役務の対価と
してあたえられる反対給付」（松本2015: 714）とさ
れ，常勤の職員の給料が生活給の性格を有するのと
は異なる解釈となっている。
なお，具体的に請求権が発生した段階で議員報酬
手当を放棄することは公職選挙法第199条の２に規
定する寄附の禁止に該当するため，議員個人の判断
で支給元の地方公共団体に自主返納を行い実質的な
減額支給とすることはできないのも特色である。
２．２　議員報酬手当の額の決定方法
議員報酬については，住民の関心も高く，議会
で議員自らが議決する条例により定められる事か
ら，その額については，お手盛りと批判される事も
ある。都道府県議会議員の議員報酬の額がどの程度
の水準が適当であるかの政府の公式見解としては，
1964（昭和39）年４月９日の衆議院地方行政委員
会で佐久間政府委員が答弁４をした都道府県議会議
員の議員報酬は当該団体の部長級を考慮すべきとい
う見解が代表的なものである。
この答弁の直後に，長が議員報酬の額に関する条
例を議会に提出するときは，あらかじめ第三者に
よって構成される審議会の意見を聞くことが適当で
ある旨が自治省から通知（特別職の報酬等について
（1964（昭和39）年５月28日自治給第208号自治事
務次官通知））（以下「1964年自治省通知」という。）
され，この通知を切っ掛けに現在でも多くの地方公
共団体において特別職報酬等審議会が条例により設
置されている。1964年自治省通知では審議会の委
員は，地方公共団体の区域内の公共的団体等の代表
者その他住民のうちから任命するものとし，議会の
議員，長及び常勤の職員を任命することは避けるこ
ととされ，条例の議決権を有する議員によるお手盛
り批判を避ける意図が見られる。
また，特別職報酬等審議会の適正な運用を図る
ために，1968（昭和43）年に自治省から通知（特
別職の職員の給与について（1968（昭和43）年10 
月17日自治給第94号自治省行政局長通知））（以下
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「1968年自治省通知」という。）が再度発出されて
いる。その内容は，⑴委員は住民各層の意向を反映
するように人選する，⑵報酬改定の時期についても
諮問をする，⑶審議会に提出する資料の例５を明記，
⑷答申の理由を明確にして住民の理解を得られるよ
うにする，⑸答申の内容を尊重する，といったもの
である。⑶の資料の中に「財政規模等が類似してい
る他の地方公共団体」や「一般職の職員の給与改定
の状況」の資料等が示され，これらとの比較が議員
報酬の水準を決定するのに参考とされるようになっ
た。
任意の支給である議員の期末手当の額に関する条
例を長が議会に提出するときに，あらかじめ特別職
報酬等審議会の意見を聞くべきか否かについては，
1964年自治省通知及び1968年自治省通知では明記
がされていない。地方公共団体の実態を見ても，
⑴ 　条例により特別職報酬等審議会の諮問対象とし
ている。
⑵ 　諮問対象は議員報酬であるが，期末手当が議員
報酬と密接不可分という理由から議員報酬の諮問
に当たって実質的に期末手当も諮問対象としてい
る。
⑶　期末手当は諮問対象としない。
の３通りの状況が見て取れる。
条例６から特別職報酬等審議会の設置の有無を調
べると名称や設置の趣旨が異なる場合もあるが，全
都道府県で設置している。その中で，期末手当を諮
問対象としているのは北海道及び鳥取県のみとなっ
ている。
なお，特別職報酬等審議会は長の附属機関である
ため，長ではなく議員提案等で議員報酬の改定を行
う場合には特別職報酬等審議会での審議を要しな
い。
２．３　政務活動費（旧政務調査費）
　政務活動費については，地方自治法第100条第14 
項に「普通地方公共団体は，条例の定めるところに
より，その議会の議員の調査研究その他の活動に資
するため必要な経費の一部として，その議会におけ
る会派又は議員に対し，政務活動費を交付すること
ができる。この場合において，当該政務活動費の交
付の対象，額及び交付の方法並びに当該政務活動費
を充てることができる経費の範囲は，条例で定め
なければならない。」と規定されている。この制度
は，議会の活性化を図る趣旨から，議員の調査活動
の基盤を強化する等のため，2000（平成12）年の
地方自治法の改正により政務調査費として法制化さ
れ，2001（平成13）年度から施行された。その後，
2012（平成24）年の同法の改正により使途が拡大
され政務活動費となった。
政務活動費を交付するか否かは，額も含め普通地
方公共団体の判断にゆだねられている。額を条例で
定めるに当たっては，「たとえば特別職報酬等審議
会等の第三者機関の意見をあらかじめ聞くなどの配
慮が求められる。」（松本2015: 390）７と議員報酬と同
様の手続き上の配慮が求められるとされ，経費とし
ての性格については，「議員に交付する場合でも補
助金と考えられている」（松本2015: 716）とされて
いる（旧政務調査費も同様）。
なお，2001（平成13）年度に政務調査費が制度
化される以前については，給与等の支給制限を定め
た地方自治法第204条の２の規定が1956（昭和31）
年に設けられるまでは，「議会の議員等に対して研
究費，立会手当，定額旅費等の名目をもって給付が
なされていた例もあつた」（松本2015: 716）が，地
方自治法第204条の２の規定が設けられてからは，
地方自治法第232条の２を根拠に議会における調査
研究に資するための会派に対する補助金（以下「県
政調査交付金」という。）として，都道府県を中心
に多くの地方公共団体において制度化された。
３．先行研究及び仮説の提示
３．１　先行研究
議員報酬の水準についての歴史的経緯について
は，堀内（2016）において詳しく論じられている。
自治体議員の報酬をめぐるこれまでの検討が，行政
職員並（人事院勧告への追随や，議会団体等による
標準策定等），国会議員並（報酬を「歳費」として
位置づけよとの要求等），という２つのベクトルを
30
持ち展開されてきたことを整理しながら，これに政
府が指導や制度改正でもってどのような応答をして
きたのかを歴史的に確認をしている。その上で1968
年自治省通知により議員報酬については，「類団比
較・一般職給与連動の原則」が広く適用されるよう
になり，1968（昭和43）年の給与・報酬水準を基
準にその後の平均額と人事院勧告ベースの職員給与
の比較を行った結果，1990年台までこの状況は継
続しているとしている（堀内2016: 68,74）。
　議員報酬が議員の年齢に与える影響の有無につい
ては，中川・小林（1991）でその可能性を示唆し
ている。議員報酬と議員の年齢に関する部分のみを
要すれば，岡山県西部地域市町村議会議員で調査を
行った結果，議員報酬が高くなると議員の専業化が
進むとともに，年齢層も若くなる。そのため，若さ
と高学歴化は一般的に対応していることから高学歴
の議員が多くなると推測をしている（中川・小林
1991: 77,78,80）。
　これらの先行研究については，いずれも貴重な示
唆に富むものである。しかしながら堀内（2016）で
は期末手当や現在の政務活動費に相当する補助金等
を加味した定量的な分析を行っていないため，実状
に合致していない可能性がある。また，分析もマク
ロ的な視座のみから行われており，例えば一般職給
与との連動の検証については，議員報酬部分は団体
間の平均額を算出し，職員給与部分は人事院勧告と
いう地方公務員ではなく国家公務員の給与水準の変
化を追う手法となっているため，ミクロの視座から
個別の都道府県の議員報酬や地方公務員の給与水準
などを分析したものではない。中川・小林（1991）
においても，同様に期末手当や現在の政務活動費に
相当する補助金等を加味した定量的な分析を行って
いない。また，住民の平均年齢が高い地域の場合は
議員の年齢は議員報酬とは関係なく自然と高くなる
ことも考えられるが，中川・小林（1991）はその点
の検証も不十分である。
そこで，本論文では次項で提示する仮説を検証す
ることにより，前述の先行研究で論じられてこな
かった点について明らかにする。
３．２　仮説の提示
　先行研究等を踏まえ次の仮説を提示する。
仮説１　 「議員報酬手当及び政務活動費」は，類団
を比較考慮された上で決定（執行）される
ため，類団を分類する際の基礎８となる財
政力指数の位置の影響を受ける。
仮説２　 「議員報酬手当及び政務活動費」の決定（執
行）は，当該団体の職員のうち一般職のう
ち一般行政職の給与水準の位置とその変化
の影響を受ける。
仮説３　 「議員報酬手当及び政務活動費」の決定（執
行）は，当該団体の財政状況の位置の影響
を受ける。
仮説４　 「議員報酬手当及び政務活動費」の決定（執
行）の水準は，議員の平均年齢に影響を与
える。
　仮説１は，堀内（2016）では，議員報酬は1968
年自治省通知によって類団比較が大きな影響を与え
ることとなったとされているが，議員報酬に期末手
当及び政務活動費を加えた場合でもその傾向は変わ
らないというものである。
　仮説２は，堀内（2016）では，全体（マクロ）と
して見れば1968年自治省通知を切っ掛けに，1990
年台まで議員報酬は一般職給与に連動することに
なった（逆に言えば2000年台以降は連動していな
い）とされているが，対象を議員報酬に期末手当及
び政務活動費を加えた額に変更し，かつ，個別の都
道府県（ミクロ）ごとの変化に着目し分析をした場
合でも，堀内（2016）と同様の結論が得られるとい
うものであり，また，全都道府県の中での個別の都
道府県の一般職給与の位置も影響を与えているので
はないかというものである。なお，1968年自治省通
知では「一般職」に着目しているが，仮説では，地
方公務員の給与水準をより象徴するものとして「一
般職のうち一般行政職」（以下「一般職・一般行政職」
という。）が適切ではないかと考え仮説を設定して
いる。
　仮説３は，仮説1のような視点ではなくむしろ都
道府県を経営する責任者として，直接的に当該団体
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と他団体とを比較した財政状況の善し悪しという自
団体の財政状況の位置が影響するのではないかとい
うものである。
　仮説４は，中川・小林（1991）で明らかにされた
状況について，都道府県議会議員に着目し，議員報
酬に期末手当及び政務活動費を加えた額としても，
中川・小林（1991）と同様の結論が得られるかとい
うものである。
　なお，仮説の中で「位置」を分析するものと「変
化」を分析するものがあるが，それぞれの意味とし
ては，「位置」は団体間の関係（例 : 東京都は島根
県より財政力指数が高い）を指すものであり，「変
化」は特定の都道府県における時系列の変化を示す
ものである。
４．議員報酬手当及び政務活動費の状況
４．１　分析の前提
全都道府県を対象に，決算額等の推移の分析及び
関係の変数間の相関分析を行う。決算については，
地方財政状況調査（総務省が全地方公共団体を対象
に毎年度行っている調査。以下「決算統計」という。）
を用いる９。
決算統計では，政務活動費そのものの決算額の調
査は行っていないため，一定の分析上の割り切りが
必要となる。具体的には，議会費から支出された
「補助費等（その他に対するもの）」について，分析
上は政務活動費と見なすこととする。これは，前述
（２．３）のとおり政務活動費は補助金と解されてお
り，「その他に対するもの」とは，「国，都道府県及
び同級他団体に対するもの以外」への補助費等であ
ることから，議員に交付する政務活動費は「補助費
等（その他に対するもの）」の項目に含まれると考
えられる。この項目には，多くの地方公共団体にお
いて，負担金（議長会，協議会等）も含まれている
と考えられるが，一般的にはこれらは会費的な性格
で少額であることから「補助費等（その他に対する
もの）」の大部分は政務活動費と推測できる10。た
だし，決算額であることから，当然の事ではあるが
執行額である。つまり政務活動費に関して言えば，
議員が条例上活用できる上限額ではなく，議員が
様々な事情を踏まえた上で活用した現実の執行額で
ある11。このような前提条件があるが本論文におけ
る分析は，個別の地方公共団体の額そのものの比較
ではなく，相関分析や（重）回帰分析12を通じた分
析であることから，正確性には欠けるが本論文が目
的とする分析には差し支えないと解し，「補助費等
（その他に対するもの）」については政務活動費の決
算額であるとして分析上取り扱う。旧政務調査費，
旧県政調査交付金についても同様の取扱いとする。
以下，政務活動費，旧政務調査費及び旧県政調査交
付金を総称して「政務活動費類」ということとする。
また，今回の分析の趣旨から議員１人当たりの議
員報酬手当及び政務活動費類13の決算額を算出し分
析を行う必要があるため，議員実数で除す必要があ
る。具体的には，「地方公共団体の議会の議員及び
長の所属党派別人員調等」（総務省が全地方公共団体
を対象に毎年度行っている調査。以下この調査を
「所属党派別人員調」という。）において明らかにさ
れている各年12月31日の議員実数を用いて算出す
る。年間平均議員実数でないことから，正確性に欠
けるがこれも本論文が目的とする分析には差し支え
ないと解することとする。
４．２ 　「議員報酬手当及び補助費等（その他に対す
るもの）（政務活動費類等）」の決算額等の推移
　本項では，全都道府県（マクロ）に着目し「議員
報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務
活動費類等）」の推移について分析を行う。起点は，
政務活動費類が初めて政務調査費として制度化され
た2001（平成13）年度を基準にその前後の推移も
把握するため，初年度を1991（平成３）年度とし，
最終年度は2015（平成27）年度とする。
　図４－１は「議員報酬手当及び補助費等（その
他に対するもの）（政務活動費類等）」の決算額の総
額及び議員実数の推移を表したものである。「議員
報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政
務活動費類等）」のピークは1997（平成９）年度の
58,606,276千円であり，その後，漸減傾向となりボ
トムは2013（平成25）年度の47,494,113千円であ
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り，その差は11,112,163千円となっている。議員報
酬手当と補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）のそれぞれについて見てみると，議員報酬
手当のピークは1996（平成８）年度の46,460,800千
円であり，その後，漸減傾向となりボトムは2013
（平成25）年度の35,701,795千円であり，その差は
10,759,005千円となっている。補助費等（その他に
対するもの）（政務活動費類等）については全期間を
通じて横ばいに推移している。ピークは政務調査
費が制度化された2001（平成13）年度の12,799,830
千円であり，ボトムは分析初年度の1991（平成３）
年度の9,804,676千円であり，その差は2,995,154千
円となっている。ピークを迎えた後のボトムは分析
最終年度の2015（平成27）年度の11,444,346千円で
あり，その差は1,355,484千円となっている。議員
実数のピークは1995（平成７）年の2,927人であり，
ボトムは2014（平成26）年の2,613人であり，その
差は314人となっている。
議員実数は，議員報酬手当と補助費等（その他に
対するもの）（政務活動費類等）のそれぞれの総額に
影響を与えることが自明であるため，議員実数とそ
れぞれの関係について相関分析を行うと，「議員報
酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活
動費類等）」については0.840，議員報酬手当につい
ては0.883，補助費等（その他に対するもの）（政務
活動費類等）については－0.040となった。相関係
数について±0.7を基準とすると補助費等（その他
に対するもの）（政務活動費類等）については相関が
確認されない。つまり，補助費等（その他に対する
もの）（政務活動費類等）については，議員実数の増
減の影響をほぼ受けることなく総額が決定（執行）
されていることを表している。　
次に，1991（平成３）年度から2015（平成27）
年度までの「議員報酬手当及び補助費等（その他に
対するもの）（政務活動費類等）」の決算額を都道府
県議員実数で除した額の推移を表したものが図４－
２である。「議員報酬手当及び補助費等（その他に
対するもの）（政務活動費類等）」の合算額のピーク
は1998（平成10）年度の20,443千円であり，そこか
ら漸減傾向となり2015（平成27年度）には18,098千
円となっているが，1991（平成３）年度の17,328千
円の水準は下回っていない。議員報酬手当のピーク
は1996（平成８）年度の16,155千円であり，そこか
ら漸減傾向となり2010（平成22）年度に13,724千円
と1991（平成３）年度の13,971千円を下回ったあた
りから微増微減を繰り返し横ばいに推移している。
補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）
については，政務調査費が制度化された前年度の
2000（平成12）年度以前は毎年増加を続け，2000
（平成12）年度以降は，微増微減を繰り返しながら
図４－１　「議員報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）」の決算額（総額）及び議員実数の推移
　　　　　　　出典：各年度の決算統計及び所属党派別人員調から筆者が作成。
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横ばいに推移し2007（平成19）年度の4,533千円が
ピークとなるが，その後も微増微減を繰り返しなが
ら横ばいに推移している。
変動係数については，都道府県ごとに「議員報酬
手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）」の決算額を議員実数で除した額を算出し，
この額から単純平均及び標準偏差を求め算出したも
のである。図４－２からもわかるとおり変動係数は
低下してきていることから，都道府県間における議
員１人当たりの「議員報酬手当及び補助費等（その
他に対するもの）（政務活動費類等）」の額について
は，差が縮小する傾向にあり，多様化ではなく均一
化の傾向にある。
　図４－３は，これらの決算額等の増減の傾向を可
視化するために1991（平成３）年度を100とした場
合のそれぞれの推移を表したものである。1996（平
成８）年度までは議員実数を除き全体として増加
しているが，個別に見ると増減の傾向が異なってい
図４－２　「議員報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）」の決算額（議員１人あたり）等の推移
　　　　　　　出典：各年度の決算統計及び所属党派別人員調から筆者が作成。
図４－３　 「議員報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）」の決算額（議員１人あたり）等
の推移（1991年度を100とした場合）
　　　　　　出典：各年度の決算統計，所属党派別人員調及び国民生活基礎調査から筆者が作成。
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る。議員報酬手当と比較し補助費等（その他に対す
るもの）（政務活動費類等）が高い水準を保っている
ため，議員報酬手当の減を補助費等（その他に対す
るもの）（政務活動費類等）を維持することにより緩
和をしている関係が見て取れる。
　参考に平成28年度国民生活基礎調査（簡易な調査
を含めると厚生労働省が毎年実施している調査）か
ら世帯平均所得の推移14も図４－３に示している。
議員の「職務と職責」に見合う収入に関係するそれ
ぞれの決算額の推移の特徴を把握するために，国民
の平均的な収入とも言える世帯平均所得と，議員報
酬手当，補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）並びに「議員報酬手当及び補助費等（そ
の他に対するもの）（政務活動費類等）」のそれぞれ
について相関分析を行うと，議員報酬手当は0.928，
補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）
は－0.234，「議員報酬手当及び補助費等（その他に
対するもの）（政務活動費類等）」の合計は0.844とな
る。この結果から，相関係数について±0.7を基準
とすると議員報酬手当については世帯平均所得と強
く正の相関をもつが，補助費等（その他に対するも
の）（政務活動費類等）については，相関が弱く，議
員報酬手当に補助費等（その他に対するもの）（政
務活動費類等）を加えた「議員報酬手当及び補助費
等（その他に対するもの）（政務活動費類等）」の相
関係数は，強く正の相関をもつものの議員報酬手当
より相関係数は低くなっている。前述の「議員報酬
手当の減を補助費等（その他に対するもの）（政務活
動費類等）を維持することにより緩和をしている関
係」というのを世帯平均所得との相関から統計的に
も裏づけることができる。
　前段の結果と併せて考えると，政務活動費類は，
議員報酬手当と別の考え方で決定（執行）されてき
たと考えられる。
４．３ 　財政力指数等と「議員報酬手当及び補助費等
（その他に対するもの）（政務活動費類等）」等の
額の関係
　本項においては，個別の地方公共団体（ミクロ）
に着目し仮説１から仮説３までを踏まえ「議員報酬
手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）」等が，財政力指数等と相関があるか2015
（平成27）年度の決算等から分析をする。
　具体的には，税源の多寡を表す財政力指数，財政
運営の弾力性を表す経常収支比率，実質的な公債費
の償還の重さを表す実質公債費比率15，一般職・一
般行政職平均給与16を相関分析の対象とするが，そ
れぞれを対象とする理由は次のとおりである。
財政力指数については，類団の分類する際の基礎
になるためである（参考：文末注８）。経常収支比
率については，財政状況のうち財政運営の硬直化を
示している指標であり，二元代表制の一翼を担う議
会の性格上，経常収支比率が悪い（高い）場合は自
らの経営責任に応じて自らの「職務と職責」に応じ
た収入（議員報酬手当及び政務活動費）を減額し
て決定（執行）する可能性が考えられるためであ
る。実質公債費比率については，地方公共団体の財
政の健全化に関する法律第３条の規定により長から
議会に報告される財政状況の指標の１つであること
から，議会にとって毎年度の財政状況を制度的に意
識しやすい指標であり，経常収支比率の場合と同様
に悪い（高い）比率の場合は，経営責任に応じた対
応をする可能性が考えられるためである。一般職・
一般行政職平均給与については，社会通念上，地方
公務員の給与水準を考える時に，地方公務員を象徴
する職種と考えられ，その給与の額は地方自治法第
204条等の規定により議会の議決する条例により決
定することから，その額が議員報酬等の増減額に影
響を与えるのではないかと考えられるためである。
表４－１は，記述統計であり，表４－２は，財政
力指数等と議員報酬手当等との相関分析である。相
関係数について±0.7を基準とすると，財政力指数
についてのみ，議員報酬手当及び「議員報酬手当及
び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類
等）」との強い相関が確認され，その他については
強い相関は確認されなかった。
これらのことから，財政力指数が議員報酬手当及
び「議員報酬手当及び補助費等（その他に対するも
の）（政務活動費類等）」に強い影響を与えているこ
とが推測される。一方で，補助費等（その他に対す
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るもの）（政務活動費類）のみに着目した場合は，財
政力指数の強い影響を確認することができなかった
ことから，議員報酬手当と政務活動費では異なる考
え方で決定（執行）されているのがわかる。
４．４ 　一般職・一般行政職の給与水準が「議員報酬
手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務
活動費類等）」に与える影響
　本項においては仮説２を踏まえ，一般職・一般行
政職平均給与の変化が各都道府県の「議員報酬手当
及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類
等）」の決定（執行）の水準に直ちに影響を与えて
いる否かを相関分析により確認する。
これまで述べてきたとおり一般職・一般行政職平
均給与については，議会の議決する条例により水準
が決定しその額が変化することから，決定した議員
自らの「議員報酬手当及び補助費等（その他に対す
るもの）（政務活動費類等）」の決定（執行）の水準
に直ちに影響を与えると考えられるためである。一
般職・一般行政職平均給与の変化と「議員報酬手当
及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費
類等）」の決定（執行）との間に正の相関が確認で
きれば，当該都道府県の一般職・一般行政職平均給
与の増減を考慮しながら直ちに決定（執行）してい
ると推測できる。具体的には，2006（平成18）年
度から2015（平成27）年度の10年間における各都
道府県の一般職・一般行政職平均給与と「議員報酬
手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）」の相関分析を行う。
分析結果は，表４－３のとおりであり，相関係数
については＋0.7を基準とすると一般職・一般行政
職平均給与との間に強い正の相関が確認できたのは
14団体である。この結果から都道府県を分類したの
が表４－３の参考欄の表記である。ここでは相関が
確認できたことを１つの基準に，⑴一般職給与連動
型，⑵その他（空欄）に分類をしている。⑴が14団
表４－１　議員報酬手当等に関する記述統計（2015年度決算等）
　　出典： 決算統計，所属党派別人員調，地方公共団体の主要財政指標一覧及び地方公共団体別給与等の比較
を元に筆者作成。
表４－２　財政力指数等と議員報酬手当等の相関分析（2015年度決算等）
　　出典：表４－１の元データから筆者作成。
36
体（29.8%），⑵が33団体（70.2%），となっている。
⑵に大多数の都道府県が分類されたことから，大き
な傾向として一般職・一般行政職平均給与の変化を
議会として認識し，直ちに「議員報酬手当及び補助
費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）」の
決定（執行）が行われていないことが分かった。た
だし，逆の見方をすれば，少ないながらも⑴に分類
される都道府県が30％程度存在することから，議
会の対応がこの件については分かれているとも言え
る。
５．議員報酬手当及び政務活動費の水準と議
員の平均年齢
本節では，仮説４を踏まえ「議員報酬手当及び政
務活動費」の水準が議員の平均年齢に与える影響を
検証する。議員は当該地方公共団体内から選出され
ることから，当然のことながら，その平均年齢は地
方公共団体内の住民の平均年齢の影響を受けると考
えられる。仮に「議員報酬手当及び政務活動費」の
額が議員の平均年齢に影響を与えるのであれば，地
方公共団体内の住民の平均年齢より強く議員の平均
年齢に対して影響すると考えられる。
５．１　分析方法
　各都道府県の議員の平均年齢を従属変数，住民の
平均年齢及び「議員報酬手当及び政務活動費」の額
を独立変数として変数間の因果関係を分析するため
に（重）回帰分析を行う。「議員報酬手当及び政務
活動費」については，第４節の分析と同様に「議員
報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務
活動費類等）」を用いることとする。
各都道府県の議員の平均年齢については，毎日新
聞が2014（平成26）年12月から2015（平成27）年
２月に実施をした「毎日新聞全国自治体議会アン
ケート全結果データ17」を用いることとする。住民
の平均年齢については，このアンケートと時点が近
い2015（平成27）年１月１日現在の調査である「平
成27年１月１日住民基本台帳年齢階級別人口（市
区町村別）（日本人住民）18」から筆者が推計をした
住民の平均年齢を用いることとし，「議員報酬手当
及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類
等）」についても同様に時点が近い2014（平成26）
年度の決算を用いることとする。これらの数値を具
体的に示すと表５－１のとおりである。
議員の平均年齢を従属変数，住民の平均年齢を独
立変数として回帰分析を行った場合は，住民の平均
表４－３ 　「議員報酬手当及び補助費等（その他に対
するもの）（政務活動費類等）」と一般職・一
般行政職平均給与との相関分析（2006年度
から2015年度まで）
出典： 決算統計及び地方公共団体別給与等の比較か
ら筆者作成。
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年齢が高くなれば議員の平均年齢も高くなる有意な
回帰分析になると想定される。このことを前提に考
えるとこの回帰分析に独立変数として議員１人当た
りの「議員報酬手当及び補助費等（その他に対する
もの）（政務活動費類等）」を加えて重回帰分析を行
えば，当該独立変数が議員の平均年齢に影響を与え
ているのであれば有意な重回帰分析になる。更に重
回帰式の中のそれぞれの独立変数が従属変数に与え
る影響の大きさを見ることにより，議員の平均年齢
に与える影響が強い要素を特定することができる。
５．２　分析結果
これらの（重）回帰分析の結果が表５－２のとお
りである。議員の平均年齢を従属変数とし，住民の
平均年齢を独立変数とした回帰分析においては５％
水準で有意な回帰分析となり，予想どおり住民の平
均年齢が高くなると議員の平均年齢が高くなること
が分かった。
次にこの回帰分析に議員１人当たりの「議員報酬
手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）」を独立変数として加えて重回帰分析を行
うと同様に５％水準で有意な重回帰分析となった。
偏回帰係数から議員の平均年齢に対して，住民の平
均年齢は正の影響（住民の平均年齢が高いと議員の
平均年齢が高くなる）があり，議員１人当たりの「議
員報酬手当及び補助費等（その他に対するもの）（政
務活動費類等）」は負の影響（「議員報酬手当及び補
助費等（その他に対するもの）（政務活動費類等）」
の額が高くなると議員の平均年齢が若くなる）があ
ることが分かる。
なお，標準化後の偏回帰係数は，住民の平均年齢
に係るものが0.247，議員１人当たりの「議員報酬
手当及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動
費類等）」に係るものが－0.582となり，議員の平均
年齢に対しては，議員１人当たりの「議員報酬手当
及び補助費等（その他に対するもの）（政務活動費類
等）」が住民の平均年齢より大きな影響を与えてい
ることが確認できた。
表５－１ 　「議員報酬手当及び補助費等（その他に対
するもの）（政務活動費類等）」と議員平均年
齢等について
出典：決算統計，平成27年１月１日住民基本台帳年
齢階級別人口（市区町村別）（日本人住民）及び毎日
新聞全国自治体議会アンケート全結果データから筆
者作成。
表５－２　 議員平均年齢を従属変数とする（重）回
帰分析
出典：表５－１の元データから筆者作成。
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６．仮説の検証
これまでの分析結果から３．２で提示をした次の
仮説について検証を行う。
仮説１　 「議員報酬手当及び政務活動費」は，類団
を比較考慮された上で決定（執行）される
ため，類団を分類する際の基礎となる財政
力指数の位置の影響を受ける。
仮説２　 「議員報酬手当及び政務活動費」の決定（執
行）は，当該団体の職員のうち一般職のう
ち一般行政職の給与水準の位置とその変化
の影響を受ける。
仮説３　 「議員報酬手当及び政務活動費」の決定（執
行）は，当該団体の財政状況の位置の影響
を受ける。
仮説４　 「議員報酬手当及び政務活動費」の決定（執
行）の水準は，議員の平均年齢に影響を与
える。
　仮説１については，４．３の分析から財政力指数
との相関が確認されたため，仮説は支持される。
　仮説２については，前段の位置との関係について
は，４．３の分析から一般職・一般行政職平均給与
との相関が確認されなかったため仮説は支持されな
い。後段の変化との関係については，４．４の分析
から該当する団体は47都道府県中14団体でしか確
認ができず少数派19であったため，仮説は支持され
ない。ただし，逆に言えば仮説どおりの団体も14団
体確認できた。
　仮説３については，４．３の分析から財政状況を
示す財政指標（経常収支比率及び実質公債費比率）
との相関が確認されなかったことから仮説は支持さ
れない。
仮説４については，５．２の分析から「議員報酬
手当及び政務活動費」については，高く決定（執行）
されるほど，議員の年齢が若くなることが確認され
たため仮説は支持される。
７．おわりに
本論文においては，議員の収入の多寡がどのよう
な要素により決定されるのか，そして議員の収入が
議員の年齢にどのような影響を与えるのかを分析し
てきた。「職務と職責」に見合う議員の収入と定義
した「議員報酬手当及び政務活動費」については，
本論文で分析をした変数の中では，財政力指数が高
い（低い）都道府県において高く（低く）決定（執
行）される傾向が確認できた。いわゆる都道府県の
格が強く影響を与えていることになるが，それが本
来の姿であるか否かは一考を要する。例えば，傾向
として財政力指数が高い都道府県は，政令指定都市
という都道府県の権限の多くが移譲された市がある
場合が多く，財政力指数が低い都道府県はその逆で
あることを考えると，財政力指数が低い都道府県の
方が，広範な権限を有するため議員の専門性がより
求められるとも言える。専門性が求められるのであ
れば求められる度合いに応じて，「職務と職責」に
見合う額を議員報酬手当や政務活動費に反映させる
ことも１つの考え方と思われるためである。（もっ
ともその場合，当該額をどのように算出するかは検
討を要する。）
一般職・一般行政職平均給与に関しては，「議員
報酬手当及び政務活動費」の決定（執行）との関係
は位置については確認できず，個別の都道府県に着
目をした変化についても多くの団体においては確認
できなかった。この分析における分析年度は2000年
台以降であることから，分析の前提は堀内（2016）
と異なるが同趣旨の分析結果となった。
加えて，本論文で明らかになった政務活動費の決
定（執行）の実態としては，前身の政務調査費が制
度化された前年度の2000（平成12）年度以降，議
員１人当たりの額について全体（マクロ）としては
大きな増減が確認できないことから，政務活動費単
体の必要額の決定（執行）の実を伴う議論は全体と
しては低調だったと考えられる。また，決定（執行）
に影響を与える要素も政務活動費は議員報酬手当と
は異なるということも分かった。
また，「議員報酬手当及び政務活動費」が高いほ
39都道府県における議員報酬等の決定要因と影響
ど，議員の平均年齢が若くなることが確認できた。
これは分析対象や条件を変更しているが先行研究で
ある中川・小林（1991）と同趣旨の結果である。中
小企業の実態についての研究ではあるが，「中高年
経営者」と比較をした「若手経営者」の特徴として
「経営する企業の業績は『中高年経営者』の企業に
比べて良好な傾向にある」（深沼・藤田・分須2015: 
40）という分析結果もあることから，議員も都道府
県の経営の一端を担っていることを考えると議員の
平均年齢という属性が政策や財政運営に影響を与え
ることも考えられる。すなわち「職務と職責」に見
合った議員の収入（議員報酬手当及び政務活動費）
の多寡が結果として政策や財政運営に影響を与える
ということになれば，議員の収入のあり方に対する
議論に一石を投じることになる。特に議員１人当た
りの「議員報酬手当及び補助費等（その他に対する
もの）（政務活動費類等）」は，1998（平成10）年度
から減少の傾向にあり，かつ制度上は多様化が可能
であるのにも関わらず均一化も進んでいることか
ら，自治体の経営の観点からこの点を明らかにする
ことは残された重要な課題である。
この他，本論文における残された課題としては，
今回は都道府県の分析であったが市区町村について
も同様の分析を行い議員報酬等の決定要因と影響を
明らかにすることもある。これらについては，今後
の大きな課題としたい。
 （以上）
注
１　例えば，和歌山市については，「県内の民間企業の平
均給与は約25万円。その2.5倍以上と高額な同市の議員報
酬の金額は92年から変わっていない。」（2007.04.11　毎日
新聞地方版／和歌山　27頁）という状況が伝えられてい
る。
２　例えば，長野県高山村の補欠選挙については，「村議
補選では当選した２人の他にも複数の立候補者擁立の動
きがあったが，打診を受けた人が経済的な理由などで辞
退したという。」（2016.11.06　毎日新聞地方版／長野　21
頁）という状況が伝えられている。
３　2015（平成27）年12月24日付け千代田区特別職報酬
等審議会答申。
４　「その県の部長くらいが一つのめどだと考えましたの
は，先ほど申しましたように，議員の職務の性格という
ものが，一般職員の職務とかつての名誉職のちょうど中
間的なものではなかろうか，そういうことになりますと
一般職員の給料の一番最高額が県では部長級でございま
すから，まあその部長級というところが一つのめどと考
え，それぞれの地方公共団体のいろいろの御事情もござ
いましょうから，それを考慮して決定をされるというこ
とが常識的にいうて一つの線ではなかろうか，かような
判断をいたしたわけでございます。当時の資料といたし
ました各都道府県の実情も，大体平均をいたしますとそ
の辺ぐらいのところであったようなことも勘案いたした
わけでございます。」（国会会議録検索システムから2018
（平成30）年１月25日取得。）。
５　資料の例については次のとおり。
１　近年における消費者物価上昇率
２ 　人口，財政規模等が類似している他の地方公共団体
の特別職の職員の給与月額
３　過去における特別職の職員の給与改定の状況
４　一般職の職員の給与改定の状況
５ 　議会費の前五カ年間の一般財源に対する構成割合お
よび報酬を引き上げた場合における平年度ベースの構
成割合の増加見込み
６ 　当該地方公共団体の議員報酬月額総額の住民一人あ
たり額と類似地方公共団体のそれとの比較
７　議会議員の活動状況（審議日数）
６　2018（平成30）年２月にインターネット上で公表さ
れている例規集で筆者が確認した条例。
７　ただし，2018（平成30）年２月にインターネット上
で公表されている例規集で筆者が確認をしたところ，都
道府県で条例において政務活動費を特別職報酬等審議会
の諮問対象としているのは香川県のみとなっている。
８　総務省が策定している「都道府県財政指数表」にお
いては，都道府県を７つのグループに分けるに当たり，
財政力指数を基準としている。
９　決算ではなく決算統計であることから，一定の統計
ルールの中で決算を構成する要素について決算統計上ど
こに位置づけるかは決算統計を調製する各地方公共団体
の判断となる。本論文では，地方公共団体間で決算統計
上の位置づけの判断に差があると推測される場合でも，
修正等は行わずそのままの数値により分析を行ってい
る。
10　例えば，人口規模が中庸な三重県の2017（平成29）
年度当初予算を見ると，議会費における「第19節負担金，
補助金及び交付金」201,438千円のうち議員調査支援事
業費（政務活動費）が194,040千円となっており約96.3％
が政務活動費となっている。
また，都道府県ではないが川口市の2014（平成26）年
度当初予算を見ると，議会費における「第19節負担金，
補助金及び交付金」102,204千円の内訳は，全国議長会
負担金2,014千円，関東議長会負担金35千円，県下議長
会負担金380千円，県下第一区議長会負担金100千円，都
市行政問題研究会負担金60千円，全国自治体病院経営都
市議会協議会負担金18千円，全国高速自動車道市議会協
議会負担金20千円，全国小型自動車競走開催地議会議長
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会負担金150千円，県南都市問題協議会負担金1,362千円，
全国特例市議会議長会負担金25千円，諸会議参加負担金
250千円，議員厚生費補助金590千円，政務活動費97,200
千円，となっており約95.1％が政務活動費となっている。
11　決算額を把握することで，結果として政務活動費を
全額執行しない取組も考慮することができる。市の例で
はあるが，議員報酬の削減幅が自会派の主張より少ない
額で決着する見込みであることから，当該会派の議員に
よる議案に対する討論の中で「議員報酬からの返納が
法律上の寄附行為となるため，政務活動費から議員報酬
２％分を返納することとします。（略）議員としてしっか
り活動していけば，結果として報酬の中から政務活動費
に補填することとなり，実質的な削減報酬となるもので
あります。」（青森市議会会議録（2013（平成25）年第１
回定例会（第８号））と宣言し政務活動費の一部の執行
を意図して行わない例もある。ここまで明確ではないが
様々な理由により議員が意図して政務活動費の一部の執
行を行わない例も存在し，実質的な議員の収入の調整が
行われているのが実態ではないかと筆者は考えている。
12　相関分析及び（重）回帰分析についてはExcel2013を
使用。
13　政務活動費（政務調査費）は会派と議員個人への支
給の２種類があるが，会派支給分についても議員個人へ
交付されたものと見なして分析を行っている。
14　厚生労働省HP（https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/
hw/k-tyosa/k-tyosa16/index.html）（2018（平成30）年３月
４日取得）
15　本論文では，財政力指数，経常収支比率及び実質公
債費比率については，「地方公共団体の主要財政指標一
覧」の数値により分析を行っている。（「地方公共団体の
主要財政指標一覧」，総務省HP（http://www.soumu.go.jp/
iken/shihyo_ichiran.html（2018（平成30）年２月12日取得））
16　本論文では，一般職・一般行政職平均給与について
は，「地方公共団体別給与等の比較」の数値から筆者が理
論計算をした額により分析を行っている。（「地方公共団
体別給与等の比較」，総務省HP（http://www.soumu.go.jp/
main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/teiin-kyuuyo02.html）
（2018（平成30）年２月３日取得））
17　毎日新聞HP（http://mainichi.jp/senkyo/articles/20150417/
mog/00m/010/020000c（2016（平成28）年５月６日取得））
18　e-Stat（ http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/GL08020103.
do?_toGL08020103_&listID=000001135862&disp=Other&
requestSender=estat（2017（平成29）年12月31日取得））
19　なお，2006（平成18）年度に実施された給与構造改
革以降，現給保障制度が経過措置として設けられた結
果，議会において職員給与の実態が把握し難くなってお
り，「議員報酬手当及び政務活動費」の水準に反映がし難
かった可能性は考えられる。
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